
１．はじめに

ジェンダー主流化とは，「一見ジェンダー中立に見え
る一般政策がどのように男女に異なる影響を与えている
のかを分析し政策形成過程に反映すること」（申２０１５：

３）などと定義される，後天的な性としてのジェンダー
の視点に立って社会における男女間の不平等に目を向
け，その解消を目指す概念である（１）。近年は社会科教
育研究においても，こうした不平等を生み出す構造に注
意して社会を認識し判断し，行動できるように子どもを
育成することが，社会科教育のジェンダー主流化として
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提唱されている（２）。子どもに対して行われる学校教育
が男女間の不平等を再生産するものとなっていないか
は，あらためて検討されるべき重要な論点といえよう。

また，男女間の不平等の問題は，政治学においても
ジェンダーと政治の関係を考える形で，公私区分にまつ
わる問題として議論されてきた。例えば社会契約論は自
由な個人が集まって国家をつくるという，一見するとリ
ベラルな思想であるが，そこで参加の主体として想定さ
れているのは男性であり，女性は従属的な存在とみなさ
れたとされている（３）。こうした点に注目し，政治や経
済など公的な空間の運営に関わっているのは男性であ
り，女性は家庭など私的な空間にとどめ置かれてきたこ
とを主張する議論が公私二元論である。あるいは，政治
哲学が自明としてきた自由な主体としての「自立した個
人」という見方そのものを疑い，女性が担ってきたケア
などの役割も含めて社会のあり方を考える必要がある，
との議論も提起されている（４）。

このように，特定の性に生まれることで不利益が生じ
ないような社会をつくっていくべきであるとの提案が，
これまでに様々な場面でなされてきたのであるが，それ
では，現在学校教育で進められている「主権者教育」は，
ジェンダー中立的なものとなっているのであろうか。例
えば，主権者教育の中核を担う科目であるとされている
「公共」には，「孤立して生きるのではなく，地域社会
などの様々な集団の一員として生き，他者との協働によ
り当事者として国家・社会などの公共的な空間を作る存
在」（文部科学省２０１８：２０２）として「自立した主体」が
規定されている（５）。ここでいう「自立した主体」像は
男性に有利なものとなっていないだろうか。あるいは，
公的な空間における人々の活躍を支えるものとしての私
的な空間のあり方には，十分に目が向けられているので
あろうか。

本稿ではこうした論点について，現実社会の事例や学
問的議論をもとに検討し，公民科における主権者教育の
あり方について考察する。ジェンダーの視点から分析が
十分に進められてこなかった既存の主権者教育を批判的
に検討し，政治参加を促す教育においてジェンダーも考
慮される必要があること，教育を通じたジェンダー主流
化の意義を示すことが本研究の目的である。

２．日本におけるジェンダー主流化の現状

ジェンダー主流化の重要性が社会において認識された
のは国際社会であった。例えば申（２０１５）は，女性の権
利の獲得を後押しするフェミニズム運動を展開する活動

家が中心となって，１９９５年に北京で行われた国連世界女
性会議において女性の参加を後押しするように働きか
け，その結果，ジェンダー主流化という言葉が国連など
で広く使われるようになったとしている。具体的には，
１９９５年の国連世界女性会議においてジェンダー主流化が
行動綱領に明記され，女性のための政策担当部署を各国
の政府や政策機構に設けることなどが呼びかけられた。
また，１９９７年には，国連の経済社会理事会もジェンダー
主流化を次のように定義して，男女の格差をなくして平
等を達成することがそのゴールであるとしている。

ジェンダー視点の主流化とは，あらゆる領域・レベ
ルで，法律，政策およびプログラムを含むすべての
企画において，男性及び女性へ及ぼす影響を評価す
るプロセスである。女性と男性が等しく利益を得
て，不平等が永続しないようにするために，男性の
みならず女性の関心と経験が，すべての政治的，経
済的そして社会的な領域における政策とプログラム
を企画，実行，モニタリングおよび評価する際に不
可欠な次元にするための戦略である。究極の目標は
ジェンダー平等を達成することである。（申２０１５：
２―３）

このように，ジェンダー主流化とは女性が男性に比べ
て不利益を受けているとの前提のもと，その是正を目指
す概念であるということになる。ただし，日本において
はこのジェンダー主流化は，十分に達成されているとは
いいがたい。例えば申（２０１５）は，日本において設置さ
れた女性のための政策担当部署として内閣府の男女共同
参画局を挙げ，その権限が，省レベルで女性のための政
策を遂行している韓国と，内閣・省庁別に女性のための
政策を遂行する委員会が設けられている台湾の中間に位
置すると述べている。男女共同参画局は内閣府の一部局
であり，その権限は省が持つものよりも弱いため，その
点において日本には政府としてジェンダー主流化を推進
する体制が十分に整っていないということになろう。

また，２００９年に政権交代を成し遂げた民主党政権，
２０１２年に政権に返り咲いた自民党政権のいずれのもとで
も，女性の労働市場への参入を促すことが目標化さ
れ，２５歳から４４歳の女性の就業率を上げることが目指さ
れた。これは，人口減少が進み働き手の不足が確実視さ
れる中で女性を貴重な働き手として位置づけるものであ
ると同時に，女性の目線を活かした商品開発を可能にす
ることなども目指すものであった（６）。それまで女性が
出産や育児のために休職や退職をせざるを得ず，その結
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果，企業が商品開発する際に男性の目線が活かされる現
状があったと考えるならば，女性の目線を活かした商品
開発を可能にするという後者の目的は，ジェンダー主流
化に関わるものでもあるかもしれない。それまで見落と
されてきた「女性の関心と経験」が，商品開発という経
済的な「プログラム」において，活かされると考えられ
るためである。

だが，三浦（２０１５）によれば，実際には女性の労働市
場への参入を促す政策は，女性が働きながら安心して子
どもを産み育てることができるよう支援する少子化対策
の側面や，女性が育児休業を取得している間は女性が子
どもの面倒を見るため，保育にかかる公的支出を抑制で
きるとする社会保障費の抑制という側面をも併せ持つも
のであった。そのため，「女性と男性が等しく利益を得
る」ことにはつながるものではなかった。例えば三浦は，
次のように述べている。

この３つの政策目的は相互に矛盾をはらむものであ
るため，同時に達成することは困難である。女性の
就業率向上と少子化対策は，働く母親支援という意
味では矛盾しないかもしれないが，それはジェン
ダー平等の視点を取り入れて初めて意味のある政策
パッケージとなる。ジェンダー平等が政策目標とな
らない場合，女性が非正規雇用や一般職等に押し込
められ，男性と同じようなキャリア形成が阻害され
ている現状は放置されたまま数字上の就業率向上だ
けが目指されることになろう。しかしながら，働く
母親達が魅力的なキャリア展望を描けないようであ
れば，少子化問題も M 字カーブ問題も根本的には
解決不可能である。子どもを産まないことでキャリ
アを選択するか，子どもを産んだことのキャリア上
のペナルティをうけて退職するか，この二つの選択
肢しか実質的に残らないからである。民主党政権下
でも自公政権下においても，ジェンダー平等は政策
課題として低い優先順位しか与えられていないた
め，女性の就業支援は少子化対策として有効な形で
は提起されていないのである。（三浦２０１５：５５）

三浦（２０１５）によれば，結局のところ，女性の労働市
場への参入を促す政策は「子育てを女性が担う」ことが
前提となっており，「男性が労働し，女性が家庭を守る」
という性別役割分業から女性を解放するものではなかっ
た。また，シングルマザーが労働と子育てを両立しよう
とすれば非正規雇用を選ばざるを得ず，そうした女性は
低賃金労働を余儀なくされるため，女性の労働市場への

参入を促す政策の恩恵は，女性の中の一部にしか行き渡
らない。このように，日本政府が掲げる目標や政策に関
しても，ジェンダー主流化の側面が弱いものとなってい
る。

さらに，日本のジェンダー主流化をめぐる課題はほか
にも様々に存在する。例えば政治家に占める女性の割合
の低さ，企業の管理職に占める女性の割合の低さは，世
界経済フォーラムが発表しているジェンダーギャップ指
数の日本の順位を下げる要因となっている（註１）。２０２４年
９月現在も，下院に相当するフランスの国民議会の女性
比率は３６．１％であるのに対し，日本の衆議院の女性比率
は１０．８％にとどまっている（註２）。政治家に占める男性の
割合が高いことは，女性の目線が政治に活かされにくい
ことを意味し，企業の管理職が男性を中心に構成される
場合も，女性の目線が企業の意思決定に活かされにくい
ことを意味するため，こうした状況は日本の政治や経済
のジェンダー主流化を阻むものともなっている（註３）。ま
た小浜（２０２１）によれば，２０２１年の東京オリンピック・
パラリンピックが行われる前には，組織委員会の委員長
が女性を蔑視するような発言を行い，その結果，同委員
会の男女比が国際的に批判されたが，これも組織の意思
決定に関わる女性の少なさという問題があったことを示
していたという点において，日本においてジェンダー主
流化が進んでいなかったことを示す事例といえよう。

なお小浜（２０２１）は，コロナ禍のもとで非正規労働者
の多い女性に失業や減収が顕著であったこと，家事の負
担が女性に集中したことも挙げて，日本のジェンダー主
流化の遅れを批判的に捉えている。そして後者の性別役
割分業に関しては，女性が政治家に立候補することを阻
む要因の一つに，男性が政治を行うものだという性別役
割分業意識も関わっていることが，内閣府の調査報告に
よって示されている（８）。あるいは，性別役割分業意識
の低い女性が部長以上への昇進を望む傾向のあること
も，近年の調査においては明らかになっている（註４）。そ
のため，雇用形態の改善や政治家・管理職の増加だけで
なく，男女間の不平等をもたらす背景としての性別役割
分業，および性別役割分業観に対する手立ても講じられ
る必要があろう。

３．フェミニズムの政治学と「自立した個人」，「依存し
た個人」

前章では日本においてジェンダー主流化が進展してい
ない状況を，政府の「女性活躍」政策や国際的な指標，
性別役割分業に着目して示してきたが，政治や社会に参
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加する資格，すなわち政治や社会に積極的に関わること
のできる「市民」の要件をめぐって，男女間で不平等が
歴史的に存在してきたことは，これまでにフェミニズム
の思想や，フェミニズムと政治をつなげようとするフェ
ミニズムの政治学の議論においても様々に指摘されてき
た。

まず前者に関して，フェミニズムの思想においては，
「男は仕事，女は家庭」という男女間の役割分担が性別
分業として概念化され，政治や経済をはじめとする公的
な空間を男性が占め，家庭のような私的な空間を女性が
占めるという状況が公私二元論であるとして批判され
た（９）。そして，フェミニズムの思想はデモなどの社会
運動とも結びつき，「個人的なことは政治的なことであ
る」とのスローガンのもと，私的なこととみなされてき
た出来事こそ公的な領域で議論がなされるべき問題であ
る，との主張も広く社会で展開されていった。その結
果，DV やセクハラといった，それまでは私的領域にお
ける個人的な問題として片づけられてきた現象が，今日
では広く社会全体の問題として捉えられるようになり，
法整備も進むこととなった（１０）。このように，フェミニ
ズムの思想は男女の性別役割分業に対する批判を起点と
して，女性の権利の拡大と女性をめぐる問題の社会問題
化に貢献してきたのであり，社会のジェンダー主流化の
あり方を考える上で大きな役割を果たしてきた。

次に後者に関しては，女性が歴史的に政治や経済の場
から排除されてきたことを明らかにする議論や，女性が
担うものとされてきたケアの役割に注目する議論が，こ
れまでになされてきている。例えばキャロル・ペイトマ
ンは，ぺイトマン（２０１４）において，第二次世界大戦後
に欧米諸国で展開された，社会保障の充実に国家が取り
組む福祉国家について，女性が家庭を支えることが前提
となった仕組みであったとして批判的に捉えるととも
に，そうした形の男女の不平等は，ルソーやロックなど
が唱えた社会契約説の時点から既に見られたものである
ことを明らかにしている。またナンシー・フレイザー
は，ハーバーマスが提示した，人々がサロンやカフェな
ど特定の一つの場所に集まって他者と議論しながら公的
な空間を形成していたという「公共圏」の概念に対して，
「ブルジョワ的で男権主義的な」ものであり，それが女
性を排除するものであったと述べている（１１）。そしてア
イリス・マリオン・ヤングも，ペイトマン同様に社会契
約説をはじめとする近代思想が，女性をはじめとする立
場の弱い人々を政治や社会から排除するものであったと
述べている（１２）。

いずれの論者も，近代の政治思想や政治社会に見られ

た，社会をつくる市民が有している市民としての能力
（シティズンシップ）は男性のみが有するとの見方，男
性中心の市民像を批判的に検討する点でその主張は共通
しているのであるが，特にペイトマンの，「現在ではシ
ティズンシップは，表面上は女性に拡大されているもの
の，わたくしたち女性はいかにして男のイメージで作ら
れた市民的『個人』になり得るかという，現実的な問題
を提起するにいたっている」（ペイトマン２０１４：７４）と
いう主張は注目に値する。女性の選挙権の拡大は，女性
の政治参加の機会を増加させることにはつながったが，
政治家の数に関しては近年クォータ制の導入などの対策
が採られるまで長らく，女性の数は世界的に少なかっ
た。またこうした状況のもとでは，少数の女性議員が多
数の男性議員と対等に議論するために，男性の議論の仕
方に女性が合わせるということも起こりうる。女性の影
響力を強め，男性との間の不平等をなくすという政治面
でのジェンダー主流化は，シティズンシップを表面的・
形式的なものから実質的なものにする意味でも，重要で
あろう。

一方，女性が担うものとされてきたケアの役割に注目
する議論としては，例えば岡野が近代以降に形成された
シティズンシップを批判的に検討している。岡野（２０１２）
は，近代思想に見られるシティズンシップの概念が，個
人の自由や自らのことを自らが行うことのできる「自立
（自律）した個人」の存在を前提としていると述べ，そ
れが「どの個人もケアによって支えられている」という
事実を見落としてきたことを問題視している。このこと
は例えば，高度経済成長期の日本においてロールモデル
とされた「会社員の男性と専業主婦の妻」という家庭で，
女性が家事や育児というケアを中心的に担うおかげで，
男性が安心して仕事に集中できるという言説，あるい
は，古代ギリシアにおいて男性を支えるものとして女性
はみなされ，女性に市民権が与えられなかった歴史的事
実などからも推察することができるが，男性が自由に行
動することのできる前提には，それを支えケアを一手に
担う女性の存在があったといえる。誰かがケアを担うか
らこそ，ケアを担わない側は「自立した個人」になるこ
とができるが，一方のケアを担う側は，家族という私的
な空間にとどめ置かれるか，ケアを担わない側と同じよ
うに公的な空間に関わることを制限される。

そこで岡野（２０１２）は，誰かがケアを担っているとい
う事実を見落としてきた近代のシティズンシップに代わ
るものとして，「依存した個人」とも呼べるシティズン
シップ観を提唱する。これは，弱い立場にある人々を包
摂する社会を構想するためには，家族におけるケアが生
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み出す，他者を気遣う心や自分自身に対する謙虚さなど
の意義に着目し，個人が互いに依存関係にあるとの前提
のもと，社会のあり方を見直していく必要があるとの主
張である。個人が自立しているのではなく，依存してい
るという前提に立つことで，ケアの負担が片方の性に
偏っていることを「公正ではない」と捉え，男性中心の
社会のあり方を見直していけると考えるならば，こうし
た見方もまた，社会のジェンダー主流化を実現するため
に重要である。

また岡野は，コロナ禍における学校の一斉休校が女性
の負担を増大させたこと，コロナ禍で女性が就くことの
多い看護師や介護士，保育士に対する政府の支援が不足
していたことなどに言及し，社会におけるケアの負担の
あり方に警鐘を鳴らしている（１３）（１４）。第２章で確認した
内容とも合わせて，こうした岡野の指摘もまた注目に値
しよう。

なお，ケアとは「他者の手を借りなければ，自らの生
存に必要な活動――食事や身の回りの世話から安全確保
まで，生命維持に密接に関わる――に困難を抱える人た
ちのために，生きるために必要なもの（＝ニーズ）を満
たす活動・営み・実践」（岡野２０２２：９５）のことを指す
ため，その範疇には，女性の行う家事や育児だけでな
く，障がい者や高齢者に対する様々な支援も含まれる。
障がい者や高齢者は，「身体的な不自由さなどから，常
に誰かの助けがなければ安心して日常を過ごすことがで
きない」（鎌田２０１２：４７）人々であるという点で，「自立
した個人」ではない（１５）。鎌田（２０１２）によれば，全て
の人々が「自立した個人」であるという前提に立つこと
の困難さは，こうした人々の存在からも導き出される。
そして，こうした人々を「依存した個人」であると認識
し，自分も他者に依存して生きているという事実を自覚
したならば，障がい者や高齢者に対して偏見を持った
り，差別したりすることは起こりにくくなる。このよう
に「依存した個人」という視点は，社会的少数者や弱者
に対する寛容という，民主的な社会を維持するために必
要な「他者を慈しみ，尊重する態度」を人々が獲得する
ことにもつながる。

４．主権者教育と「自立した個人」，「依存した個人」

主権者教育は，２０１５年に選挙権年齢の２０歳から１８歳へ
の引き下げが決まって以降，学校現場で実施されてきた
ものである。例えば文部科学省と総務省は，主権者の育
成を目指して高校生に副教材『私たちが拓く日本の未
来―有権者として求められる力を身に付けるために―』

を，毎年高校生に配布している（１６）。また２０２２年から
２０２３年にかけて文部科学省によって行われた調査の結
果，無作為に選ばれた国公私立高等学校等１，３０６校のう
ち９４．９％にあたる１，２３９校が，２０２２年度の３年生に対し
て，実施予定も含めて主権者教育を実施し，２０２２年度の
１年生に対しても，主権者教育を実施した８８４校のう
ち，７６．１％が「公職選挙法や選挙の具体的な仕組みの理
解を深める学習活動」を，３８．２％が「模擬選挙，模擬請
願，模擬議会といった実践的な学習活動」を実施してい
る（１７）。

ただし，この主権者教育に関しては，そこで育成する
ことが目指されている主権者，市民とは何者であるかに
ついての批判的な検討が必要であることもたびたび指摘
されてきた。例えば教育行政学者である新藤は，主権者
教育の副教材が発行されて間もない時期に副教材の内容
を分析し，主権者教育の副教材においては国会議員の活
動は紹介されるが，市民による政治家に対する異議申し
立てや，デモなどの市民運動と政治家との関係について
は記述が不十分であることを明らかにしている（１８）。ま
た副教材の内容については，選挙を通じて政治参加する
ことのできる「投票する主体」の育成が中心となってい
るなどの批判も存在する（１９）（２０）。

そして，このような「投票する主体」の育成に重きが
置かれる主権者教育には，先述した「自立した個人」，
「依存した個人」の観点から見たときにも課題を指摘す
ることができる。例えば，現実の選挙において立候補す
ることのできる人々の男女比率は，各政党の努力はなさ
れているものの男女同数となっておらず，ジェンダー主
流化は達成されていない。そうした状況があるにも関わ
らず，選挙権を得た女子生徒に主権者教育を通じて投票
への参加を促したとしても，女子生徒が投票したいと思
うような，女性の目線に立った政策を争点に掲げる候補
者を見つけられない場合，その生徒は投票行動を取らな
いかもしれない（註５）。すなわち，現行の選挙という仕組
みのもとでは，立候補を妨げる様々な要因を克服するこ
とのできる「自立した個人」，すなわち男性が多く政治
家になっているのであり，ただ候補者に投票するように
促す主権者教育は，女性の意見を社会に届けることや，
女性の利益を社会に反映させることにはつながらない可
能性がある。

また，女性の政治家を増やし，政治面でのジェンダー
主流化を実現することの意義は，議員の特定の政策に対
する男女の関心差という点からも説明することができ
る。田村ほか（２０２０）によれば，一般に，男性議員は財
政や金融，安全保障などの分野に，女性議員は健康や福
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祉，教育などの分野により強い関心を示す傾向にある。
そのため，女性議員を増やすことは，男性議員が見落と
しがちな健康や福祉，教育などの領域における政策
や（註６），政策に関する議論の機会を増やし，女性の関心
や利害が社会に反映されやすくなることにもつながる可
能性がある（註７）。

ところで，この男女の関心差という側面に着目した場
合，主権者教育の内容を批判的に検討する余地が出てく
る。日本の主権者教育に関しては，文部科学省の調査に
よって，選挙が中心的に扱われる傾向にあるだけでな
く，生徒が現実の政治的事象について話し合う活動も十
分に行われていないことが明らかになっている（註８）。そ
こで，選挙中心の主権者教育から脱却するだけでなく，
そうした話し合い活動を今後，学校現場で充実させてい
くことも課題となるが，この「現実の政治的事象」の内
容が財政や金融，安全保障などの政策や分野に偏るなら
ば，それは女子生徒の関心に配慮しない主権者教育，女
子生徒を排除する主権者教育となってしまう可能性があ
るのではないだろうか。

このように，選挙に特化した形で主権者教育が行われ
ることや，健康や福祉，教育など生活に身近なテーマに
焦点が当てられずに主権者教育が展開されることは，片
方の性の意見や選好，利益だけが反映されない，ジェン
ダー主流化の達成された社会の実現を阻む要因となりう
る。特に，健康や福祉，教育などの分野は，それを必要
とする人々の要求に応えるケアとも近いために，財政や
金融，安全保障のように日常生活からは遠いテーマばか
りが重視されることは，財政や金融，安全保障に関わる
政策は価値が高く，健康や福祉，教育に関わる政策は価
値が低いという，ケアの軽視とも呼べる価値観を，学習
者に押し付けることにもなる可能性がある。田村らは，
「子育てや介護は経済や外交に比べ重要度の低い政策で
あるという価値の序列自体の問い直しこそ，展望される
べきことではないだろうか」（田村ほか２０２０：２９２）と述
べているが，これは主権者教育を展開する上でも配慮す
べき論点であるように思われる。すなわち，「自立した
個人」になることを前提とした，あるいは強制する主権
者教育ではなく，女性が担ったり関心を持ったりするケ
アに焦点を当て，男子生徒も女子生徒もともに関心を持
ち，既存の政治や社会の仕組みについて批判的に検討し
ていくことのできる主権者教育を，展開していく必要が
ある。

なお，投票にまつわる男女差をめぐっては，２０～３５歳
の年齢層（若年層）を対象として投票行動の性差を研究
した調査によって，投票率，政治への関心，政治有効性

感覚，国内政治への満足度，政治知識などの指標が女性
は男性に比べて低いことが示されている（２２）。また金
（２０１８）においては，憲法や立法に関する教科書的な政
治知識（シビック知識）では男女差があまり見られない
一方で，選挙時に習得できる政党・選挙関連の周辺的知
識や争点に関する知識（イシュー知識）では男性が女性
より高い点数を取ること，投票を促進する決定要因に，
学歴と政治関心，SNS による政治情報の取得が関わっ
ていることも示唆されている（註９）。選挙において投票す
る際にイシュー知識を踏まえて投票する人々もいるであ
ろうことを踏まえるならば，現状の選挙を中心とした政
治参加は，男性に有利に働いている可能性が高く，選挙
に参加するように促す主権者教育だけが高校生などに対
して展開される場合，こうした状況は再生産され続ける
ことになるのではないだろうか。

また，ケアの倫理を考慮して，主権者教育を展開する
ことが必要であるとの主張は，すでに絹村によってもな
されている。絹村は，「『自立した個人』が集まって，討
論を繰り返しながら，最終的に多数決によって自分たち
の所属する集団の方向性を決めていく」（絹村２０２０：
１１１）政治では，「多様性の問題や貧困・格差の広がりの
中で複雑化し，『力』を持ったオルターナティブな『政
治主体』が求められている」（絹村２０２０：１１２）状況には
対応できず，主権者教育も，ケアを必要とする生徒の声
に耳を傾ける場面や，個別の事情に配慮して意思決定を
行う場面を学校生活の中に設けるなどのように行う必要
があると述べている（２３）。絹村の主張の中にはジェン
ダー主流化の視点は含まれていないが，「立場の弱い人
やケアを必要とする人」には誰もがなる可能性があり，
それを自覚させる主権者教育が必要であるとの主張は，
男性に対して有利にならないような主権者教育のあり方
を考える上でも，注目に値しよう。

５．公民教育における「自立した主体」の再検討

ここまで，市民や主権者という存在が，男性を念頭に
おいて構成されてきたものである可能性があること，選
挙への参加を促すことが主権者教育であると考えること
によって見落とされるものがあることなどを確認してき
た。それでは，ジェンダー主流化を踏まえた主権者教育
とは，どうあるべきなのであろうか。本章では，主権者
教育の中核を担うとされる公民科の科目「公共」に焦点
を当て，そこで育成されることの目指されている市民
像，主権者像の現状と課題について考察する。

２０１８年に高校の学習指導要領が改訂され，２０２２年より
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科目「公共」の授業が，全国の各高校で始まっている。
それまでの科目「現代社会」が必履修科目ではなく，公
民科の他科目である「倫理」と「政治・経済」を履修す
るか，「現代社会」を履修するか，という二択が迫られ
るものであったのに対し，科目「公共」は必履修科目と
なっている。高校生は，「公共」を学んだ上で「倫理」
もしくは「政治・経済」（あるいはその両方）を学ぶか，
「公共」の履修のみで公民科の学びを終えるが，このよ
うな性質を持つために，全ての高校生が学ぶ「公共」で
何が学習の対象とされ，その学習を通じて高校生をどの
ような市民にしていくかという点は，あらためて重要と
なる。そして，学習指導要領は教科書などに示される学
習内容にも影響を与えるものであるため，学習指導要領
の中で育成すべき市民像，主権者像がどのように記述さ
れているかを確認することによっても，主権者教育のあ
り方を考えることができるであろう。

それでは，現行の学習指導要領における育成が目指さ
れる市民像，主権者とは，どのようなものなのであろう
か。まず，公民科全体を通じては，「選択・判断の手掛
かりとなる概念や理論及び倫理，政治，経済などに関わ
る現代の諸課題について理解するとともに，諸資料から
様々な情報を適切かつ効果的に調べまとめる技能」や「現
代の諸課題について，事実を基に概念などを活用して多
面的・多角的に考察したり，解決に向けて公正に判断し
たりする力や，合意形成や社会参画を視野に入れながら
構想したことを議論する力」を持ち，「よりよい社会の
実現を視野に，現代の諸課題を主体的に解決しようとす
る態度を養うとともに，多面的・多角的な考察や深い理
解を通して涵養される，人間としての在り方生き方につ
いての自覚や，国民主権を担う公民として，自国を愛
し，その平和と繁栄を図ることや，各国が相互に主権を
尊重し，各国民が協力し合うことの大切さについての自
覚などを深める」態度を有する人々が，「広い視野に立
ち，グローバル化する国際社会に主体的に生きる平和で
民主的な国家及び社会の有為な形成者」（文部科学省
２０１８：２０１）であるとされている。こうした傾向は，科
目「公共」に関しても同様である。

また，「公共」で最初に学ぶ「公共の扉」には，「社会
に参画する自立した主体」との記述もあり，その説明と
して「孤立して生きるのではなく，地域社会などの様々
な集団の一員として生き，他者との協働により当事者と
して国家・社会などの公共的な空間を作る」（文部科学
省２０１８：２０２）ことのできる存在であるとの表現が当て
られている。このように，学習指導要領では，国家・社
会の形成に自ら関わろうとすることのできる人々が，市

民や主権者として想定されている。
しかしながら，こうした主体像は，何者にも依存せ

ず，自らの力で未来を切り開いていくことのできる強い
主体という，政治学の議論でいうところの「自立した個
人」に近いのではないだろうか。例えば，「孤立して生
きるのではなく，地域社会などの様々な集団の一員とし
て生き」という文言からは，集団の一員として生きるこ
とに重きが置かれているが，社会にはホームレスなどの
ように，何らかの事情・理由で「孤立して生き」ざるを
得ない人々も存在する。そうした人々の存在は，学習指
導要領の想定する主体像からは捨象される，ということ
にならないだろうか。そしてこうした傾向は，ケアを必
要とするような人々が生まれないような社会（公共的な
空間）の仕組みやあり方を考えよう，といった形で授業
が展開されたとしても起こりうるであろう。ケアを必要
とする人々は現在の「市民，主権者」ではなく，これら
の人々を「市民，主権者」にすることが正しい，という
暗黙の前提のもとで授業が行われる場合，生徒はケアを
必要とする人々を下位に，そうではない人々を上位に見
るようになるかもしれない。このように，強い個人にな
ること，強い個人にすることが強要されるならば，それ
は容易に「そうではない人々」が排除されることにつな
がりうるのであり，自立できない人々が一定数，社会に
存在するという点が十分に考慮されていない「自立した
主体」という表現が適切であるかどうかは，再考の余地
があろう（註１０）。

さらに，ジェンダー主流化の観点から「公共」の学習
指導要領，ならびに学習指導要領解説の表現を確認した
場合にも，そこで想定されている主体像は「自立した個
人」に近いように思われる。例えば「公共」の学習指導
要領解説では，「人々が自由かつ平等な存在として，自
立的に生活関係を築き，社会に参画することができる」
（文部科学省２０１８：４８）ようにすることが重要であると
述べられているが，この中には「依存」という文言は存
在せず，ペイトマン（２０１４）や岡野（２０１２）などでも「自
立した個人」の前提として語られてきた「自由」や「平
等」の方が前面に出ている。また「公共」の学習指導要
領では，「男女が共同して社会に参画することの重要性
について」触れることの重要性が強調されており，同様
の内容は学習指導要領解説でも，「男女が社会の対等な
構成員として，社会のあらゆる分野における活動に共同
して参画できる機会が確保される」（文部科学省２０１８：
４８）べきであり，男女の人権が尊重されるべきであるな
どのように記述されている。だが，「社会のあらゆる分
野」とある中に，家庭における家事や育児などのケアが
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含まれているかどうかはこの記述から読み取ることは難
しい。

家庭における男女間のケア分担の不平等は，第２章で
も確認したように，女性が非正規雇用を選ぶ背景に，家
族のケアを一手に引き受けるために労働時間を管理せざ
るを得ないという要因も絡んでいる。こうした状況を解
決するためには，男性がケアに関わりやすいように，企
業等の職場における長時間労働を是正するなど，公的領
域のあり方を見直すことは効果があるであろう。しか
し，こうした状況の改善に向けては，それ以外にも，家
族という私的領域におけるケアの負担のあり方を夫婦間
であらためて話し合い，現在のケア分担の状況を絶えず
見直すという方法もありうるのではないだろうか。特に
制度や仕組みが変わるのには時間がかかることも踏まえ
るならば，後者の方がより現実的な方法であり，かつ，
他者と協力しながら問題を解決しようとする「主権者」
や，ケアを片方に押し付けるのではなく互いに助け合い
ながらこなしていく「依存する主体」に人々をしていく
ことにつながるように思われる。このように，公的領域
と私的領域とのつながりに着目するならば，主権者教育
の核となる科目「公共」においては，私的領域も「社会
のあらゆる分野」に含め，そこで起こる問題の解決のあ
り方について，生徒に考えさせていく余地があろう。

そのほか，政治や選挙への参加が科目「公共」でどの
ように規定されているかという点から，「公共」の学習
指導要領や学習指導要領解説を見た場合にも，課題は指
摘できる。例えば科目「公共」が主権者教育の核である
ということは，それを学習した結果として投票率の向上
もおそらく期待されているはずであるが，科目「公共」
の学習内容の中に，政党・選挙関連の周辺的知識や争点
に関する知識（イシュー知識）が網羅されていない。ま
た，SNS による政治情報の取得に関しても，学習指導
要領解説では，「世論の形成に当たっては，政党の役割，
圧力団体や住民運動の影響，マス・コミュニケーション
やソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）の
働きが大きいことを理解できるようにする」（文部科学
省２０１８：６２）との記述があるのみで，その活用までを考
慮して記述がなされているわけではない。そのため，選
挙面でのジェンダー主流化の実現に科目「公共」が寄与
するといえるかは，若干の疑問符が付く。

６．おわりに

本稿では，ジェンダー主流化，フェミニズム政治学に
おける「自立した個人」，「依存した個人」概念，主権者

教育という多岐にわたるキーワードをもとに，公民科
「公共」において目指される市民の育成が，男女の平等
の観点から十分であるかどうかについて検討した。その
結果，学習指導要領がその育成を目指している市民像に
は，ジェンダー主流化の観点から課題があることを提起
することができた。

一方，本稿における主な分析の対象は学習指導要領お
よび学習指導要領解説であるため，教科書や学校現場に
おける実践の動向も踏まえた上で，さらなる考察を行っ
ていく必要がある。この点は，今後の課題である。ま
た，公民科を構成する科目は「公共」だけでないため，
「倫理」や「政治・経済」の学習内容についても，ジェ
ンダー主流化の視点から今後分析・考察を進めていく必
要がある。

註

（１）鄭美沙（２０２３）「教育格差が経済の男女格差を広
げる？－ジェンダー・ギャップ指数に表れない日
本の深刻な教育格差－」（第一生命経済研究所
ホームページ（https://www.dlri.co.jp/files/ld/２６
８８２４．pdf。２０２４年６月２７日最終閲覧））。

（２）列国議会同盟ホームページ（https://data.ipu.org/
women-ranking／。２０２４年６月２７日最終閲覧））。

（３）日本において労働の場や政治の場でジェンダー主
流化が進んでいないことは，２０００年代後半にも既
に指摘がなされている（７）。

（４）野村浩子，川﨑昌「性別役割分業意識と女性管理
職育成に関する一考察」（人材育成学会ホーム
ページ（https://ssl.jahrd.jp/files/essay_files/６３２/
０．pdf。２０２４年６月２７日最終閲覧））。

（５）学習者に「投票する主体」になるように促す主権
者教育の前提には，人々が投票を通じて自分の意
見を代表者に届け，代表者がその声に応えて行動
することが存在する。だが，代表者が全ての人々
の意見を聞き入れるとは限らないため，「自分の
一票を届けることで，社会を変えていける」と
いった満足感を，投票の結果感じるようになる
人々の数も，多くはならないであろう。そして，
女性の立候補者が少ない場合，女性の目線を活か
した政策を実現しようとする人々も少なくなると
考えられるために，投票を通じて満足感を感じる
ことも少なくなる可能性があろう。

（６）ほかにも，男女間で関心が異なるものとして，
２０１２年に東京大学の谷口将紀研究室と朝日新聞が
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行った世論調査において，男性議員が重視する政
策が「外交・安全保障」（３９％），「雇用・就職」
（３１％），「年金・医療」（２９％）である一方で，
女性が重視する政策は「震災復興・防災」（３７％），
「教育・子育て」（３２％），「雇用・就職」（３２％）
であったことが示されている（森健（２０１８）「女
性議員を増やすための“秘策”あり－候補者男女
均等法が施行。女性議員が圧倒的に少ない日本の
現状は変わるか？－」（論座アーカイブ（https://
webronza.asahi.com/politics/articles/２０１８０６０４００
００５．html?page＝１。２０２４年６月２７日最終閲覧））。

（７）なお，田村ほか（２０２０）によれば，男性議員と同
数の女性議員がいるなどして，数の上では女性が
代表されているが，女性の利益が反映されていな
い状況は「象徴的代表」，数の上で女性が代表さ
れ，女性の利益も反映されている状況は「実質的
代表」と呼ばれる。また，こうした女性の政治的
代表性について論じる研究者としては，ハンナ・
ピトキンが代表的である（２１）。

（８）先に取り上げた文部科学省（２０２３）によれば，調
査結果では，１年生に対して主権者教育を実施し
た学校のうち，「現実の政治的事象についての話
し合い活動」を挙げたのは２９．３％であった。

（９）なお，こうした調査の結果を受けて金は，「若年
層における投票率の向上のためには，政治関心を
高めること，そして，ソーシャル・メディアを活
用した政治活動及び政治争点の伝播が効果的であ
ることが示唆された」（金２０１８：６０）としている。
また近年は，女性議員が少ない中でも，ブログや
X（旧 Twitter）などの SNS を通じた抗議行動が
女性の声を社会に届け，女性の置かれた状況が改
善されることがある（女性が「保育園落ちた日本
死ね」とブログに書いたことをきっかけに，待機
児童の解消を訴える意見が噴出する，ハイヒール
やパンプスの着用を強制されることに対する抗議
が X（旧 Twitter）に流され，それが拡散された
「＃Kutoo」など）。あらためて SNS は女性の異
議申し立ての重要なツール，また選挙以上に社会
を変えることにつながるツールとなっているので
あり，主権者教育のあり方はこうした側面からも
検討する必要がある。

（１０）「公共」の学習指導要領に記載されている「他者
との協働により」という文言に関しても，実際の
社会には他者と協力することが難しい人々もいる
かもしれない。ここでも，他者と協力することの

できる人が主権者，市民なのだと捉えることに
よって，そうではない人々が主権者，市民ではな
いということが，暗黙裡に示されるかもしれな
い。
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